
別紙 

 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 

本市の令和５年１月１日現在の人口は 3,769,595 人と政令市で最多となっている

ものの、2021年をピークに減少に転じている。また、本市の総人口に占める生産年齢

人口の割合は、全国と比較して高いが、近年は減少を続けており、人手不足への対応

が課題となっている。 

 また本市の令和元年度の市内総生産は約 14 兆 5,255 億円と政令市で２番目の高さ

となっており、産業別構成比でみると、第２次産業が 10.1％、第３次産業が 89.9％

を占めている。平成 28 年経済センサスによると、産業構造を付加価値額でみると、

「サービス業」(28.5％)、「製造業」（21.9％）、「卸売業・小売業」(17.6％)、「運輸業・

郵便業」（12.6％）、「建設業」（6.2％）、と続く。他都市と比べ、「運輸業・郵便業」、

「不動産業・物品賃貸業」などの割合が大きくなっている。 

一方で、第２次産業、第３次産業において、東京都特別区・大阪市・名古屋市・

川崎市など他の大都市と比較すると労働生産性が低い水準であることが課題となっ

ている。 

 

（２）目標 

 

本市の先端設備等導入計画の認定数を計画期間中に 240とすることを目標とす

る。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 

本法に基づく固定資産税の減額措置による中小企業者の先端設備等の導入支援や

本市独自の制度融資などにより、先端設備等導入計画を認定した中小企業者の労働

生産性（中小企業等の経営強化に関する基本方針に定めるものをいう。）を年平均

３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

 

本市では、第２次産業及び第３次産業全般の労働生産性の低さに課題を有してお

り、多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対象とする

設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項で規定する先端設備等の全て

とする。 



３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 

本市では京浜臨海部地域や金沢臨海部地域などの臨海部及び内陸部に企業者が集

積する企業立地特定促進地域が９か所あるほか、市内全域にわたって中小企業者が

存在することから、本計画の対象地域を市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 

本市では、第２次産業、第３次産業全般の労働生産性の低さに課題を有している

ことから、本計画の対象を全業種とする。また、本計画においては労働生産性が年

平均３％以上向上すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 

導入促進基本計画の計画期間は、国が同意した日から２年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 

先端設備等導入計画の計画期間は、３年間、４年間、５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

・本市では、雇用対策や就労支援など、雇用の安定に向けた支援を行っている。中

小企業者が本計画に基づき先端設備等を導入する場合は、雇用の安定に十分配慮す

ることとし、人員削減を目的とした先端設備等導入計画の認定は対象としないこと

とする。 

 

・本計画に基づく先端設備等の導入に当たっては、地域住民など市民の安全や健全

な地域経済の発展に配慮することとする。公序良俗に反する取組や、反社会的勢力

との関係が認められるものについては、先端設備等導入計画の認定の対象としない

こととし、認定後に公序良俗に反する取組や反社会的勢力との関係が認められた場

合については認定を取り消す場合がある。 

 

・本計画に基づき先端設備等の導入を行う中小企業者は、横浜市に対する税金その

他の債務の滞納が認められるものについては、先端設備等導入計画の認定の対象と

しないこととし、認定後に滞納の事実が認められた場合は認定を取り消す場合があ

る。 

 



・先端設備等導入計画を認定したものの進捗状況についての調査を実施する場合が

ある。 




